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Ⅰ 当社の概況および組織に関する事項  

 

１．商 号           ネットウィング証券株式会社   

( 旧社名 日本協栄証券㈱より、平成 18 年 4月 1 日社名を変更 ) 

 

 

 

２．登 録 年 月 日       （登録番号） 平成１０年１２月１日（ 関東財務局長（証）第５４号 ） 

 

 

 

３．沿革および経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

昭和２５年 ３月 

昭和３５年 １月 

昭和３５年 ５月 

昭和４３年 ４月 

昭和４９年１０月 

平成 ２年 ２月 

平成 ２年 ６月 

平成１０年１２月 

平成１０年１２月 

平成１１年１０月 

平成１３年１０月 

平成１４年 ７月 

平成１５年 １月 

平成１６年 １月 

平成１６年 ２月 

平成１６年１０月 

平成１７年 ６月 

平成１７年 ８月 

平成１８年 ４月 

北海道証券金融㈱として発足。 

商号を日本協栄証券株式会社と改める。 

証券業者として登録、東京証券取引所に正会員として加入。 

証券業免許制施行にともない、証券取引法に定める全ての免許を取得。

大阪証券取引所へ正会員として加入。 

㈱ダイエーファイナンス（現、㈱オーエムシーカード）と業務提携。

新浦安営業所を開設。 

関東財務局長（証）第５４号により登録証券会社となる。 

大宮営業所を開設。 

個人向けインターネット取引を開始。 

証券会社、金融法人、機関投資家等へのインターネット取引を開始。

コールセンター取引を開始。 

よこはま証券（株）を子会社として取得。 

よこはま証券（株）より営業譲受。 

横浜支店を開設。 

新浦安営業所および大宮営業所を閉鎖。 

インターネット取引による外為証拠金取引を開始。 

㈱オーエムシーカードに対する証券仲介業業務委託を開始。 

ネットウィング証券株式会社へ社名変更。 

 

(2) 経営の組織 
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４．主な株主の氏名または名称および所有株式数           （上位１１名） 

氏 名 、 商 号 ま た は 名 称 持 株 数 議決権比率 

 

1. 日 本 ビ ル デ ィ ン グ（株） 

株

１，７２８，４００

％ 

２５．３ 

2.（株）オ ー エ ム シ ー カ ー ド １，３６６，０００ ２０．０ 

3. 常 和 ホ ー ル デ ィ ン グ ス（株） ７９９，１００ １１．７ 

4. ジ ェ イ エ ス フ ィ ッ ト（株）   ３６５，８００  ５．４ 

5.（株）み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行   ３４１，０００  ５．０ 

6. 中 央 三 井 信 託 銀 行 （株）   ３４１，０００  ５．０ 

7. 新  潟  証  券（株）   ３４１，０００  ５．０ 

8. 上 光 証 券（株）   ２９１，０００  ４．３ 

9. 丸 和 証 券（株）   ２１４，５００  ３．１ 

10. 武 蔵 証 券（株）   ２００，０００  ２．９ 

11. 山 形 証 券（株）   ２００，０００  ２．９ 

 

 

 

５．取締役、監査役の氏名および役職名 

役 職 名 氏   名 
代表権 

の有無 

常勤・非 

常勤の別 

取 締 役 会 長 岩  元      俊
 

有 常 勤 

取 締 役 社 長 佐  藤      武 有 常 勤 

常 務 取 締 役 鈴 木 康 夫 有 常 勤 

常 務 取 締 役 加 藤 望 儀 無 常 勤 

常 務 取 締 役 小 林 博 文 無 常 勤 

取 締 役 湯 山 喜 裕 無 常 勤 

取 締 役 高 須 茂 巳 無 常 勤 

取 締 役 菊 池 之 孝 無 常 勤 

取 締 役 東  瑞 輝 無 常 勤 

取 締 役 林 田 芳 明 無 非常勤 

監 査 役 河 野 捷 三 － 常 勤 

監 査 役 高 橋 雅 宏 － 非常勤 

監 査 役 鎌 形 智 淳 － 非常勤 

                               以上 １３名 
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６．本店その他の営業所の名称および所在地 

名   称 所  在  地 

 

本  店 

 

横 浜 支 店 

 

〒103－0025 

東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番 18 号 

〒230－0062 

横浜市鶴見区豊岡町７－10 パーライトビル３Ｆ 

 

７．営んでいる業務の種類 

(1) 証券業（法第 2条第 8項） 

①有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引または外国市場証券先物取引 
②有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引または外国市場証券先物取引の

媒介、取次ぎまたは代理 
③有価証券市場における有価証券の売買取引、有価証券指数等先物取引または有価証券オプション取引

の委託の媒介、取次ぎまたは代理ならびに外国有価証券市場における有価証券の売買取引または外国

市場証券先物取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理 
④有価証券の引受け 
⑤有価証券の売出し 
⑥有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 
(2) 証券業付随業務（法第 34条第 1項）   
① 有価証券の保護預り業務 
② 口座管理機関として行う振替業 
③ 有価証券の貸借業務 
④ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 
⑤ 保護預り有価証券担保貸付業務 
⑥ 有価証券に関する顧客の代理業務 
⑦ 投資信託に係る収益金、償還金または解約金の支払に係る業務の代理業務 
⑧ 投資法人の投資証券に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息もしくは償還金

の支払に係る業務の代理業務 
⑨ 累積投資契約の締結業務 
⑩ 他の証券会社、外国証券会社または登録金融機関の業務の代理業務 
 （累積投資代理業務） 
⑪ 公社債の払込金の受入等の代理業務 
(3) その他の業務（法第 34条第 2項および第 4項） 
金融先物取引法第 2条第 12項に規定する金融先物取引業（法第 34条第 2項 3号） 

   (注)平成 17 年 6月より業務を開始しました。
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８．加入している投資者保護基金 

 

日本投資者保護基金 

 

 

９．加入している証券業協会 

 

日 本 証 券 業 協 会 

 

 

10．加入している証券取引所 

 

東 京 証 券 取 引 所 

大 阪 証 券 取 引 所 

ジャスダック証券取引所 
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Ⅱ.業務の状況に関する事項 

 
１．当期の業務概要 

当社の当期業績は同業取引の活況、インターネット取引の拡大、信用取引貸付金の増加などにより、前期に

引き続き増収増益の決算となリました。収入面では、受入手数料 2,384 百万円（前年度比 567 百万円増）、
トレーディング損益 561百万円（同 245百万円増）、金融収益 1,618百万円（同 413百万円増）と、営業収
益合計で 4,564百万円（同 1,225百万円増）をあげることができました。 
一方、費用面では、金融費用が 717百万円（同 183百万円増）となり、販管費も取引量増加に伴う変動費
の増加および社名変更に伴う広告宣伝費の増加などにより 2,572百万円（同 337百万円増）となりましたが、
増収効果により経常利益は 1,274百万円と前年度比 712百万円の増益となりました。これに、投資有価証券
売却益 354百万円、証券取引責任準備金繰入れ 113百万円などの特別損益を加えた結果、税引前当期純利益
は 1,475 百万円となり、当期純利益は法人税等 640 百万円に当期計上した繰延税金資産に伴う法人税等調整
額 △391百万円を加算して 1,227百万円となりました。 

  なお、当社は平成 17年 8月より㈱オーエムシーカードへの証券仲介業業務委託を開始しております。ま
た、平成 18年 1月にインターネット顧客に対する売買管理体制が不十分であるとして、関東財務局より業務
改善命令を受け、2月に業務改善報告書を当局に提出いたしました。当社といたしましては、こうした事態を
厳粛に受け止め、今後二度と再発させぬようコンプライアンスの徹底を図る所存であります。 
 

 

 

 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移                          （単位：百万円） 
 区  分 平成 16年 3月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期

 資 本 金 ８４４  ８４４  ８４４  

 発行済株式総数 ６８３万株  ６８３万株  ６８３万株  

 営 業 収 益 2，７８３  ３，３３９  ４，５６４  
  受 入 手 数 料 1，６５６  １，８１７  ２，３８４  
   委 託 手 数 料 １，５９０  １，７３１  ２，２７８  

   募集・売出し取扱い手数料    ３  ７  １６  

   その他の受入手数料   ６３  ７９  ８９  

  トレーディング損益   ３１４  ３１５  ５６１  

   株券等トレーディング損益 ３１４  ３１５  ５５７  

   債券等トレーディング損益 ０  ０  ０  

   その他のトレーディング損益 ―  ―  ４  

 純 営 業 収 益 ２，４３０  ２，８０４  ３，８４７  
 経 常 損 益（損失は△） ４９６  ５６２  １，２７４  

 当 期 純 損 益（損失は△） ２７６  ４８３  １，２２７  
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 
①株券売買高の推移                       (単位：百万円) 
 区 分  平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 
 自 己 ４４２，８１０ ５１３，１９８ ８８６，３７８ 

 委 託 ２，６５３，００５ ３，０３５，９１４ ４，３９２，８２４ 

 計 ３，０９５，８１５ ３，５４９，１１２ ５，２７９，２０２ 

 
②有価証券の募集・売出しの取扱高             (単位：百万円) 
 区   分  平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 
 株 券(金額) ３ ２６ １２ 
 債 券(金額) １６１ ２３０ ６８１ 

 うち、特殊債(金額) １６１ ― ― 
 受 益 証 券(金額) ２８，８１０    ５，５６１ ３，３２４ 

  
(3) その他の業務の状況 
 平成 17年 6月より、新たにインターネット取引において外為証拠金取引を開始しました。 
当期収益は４百万円、当期末の顧客口座数は 213口座であります。 
 

(4) 自己資本規制比率の状況                     (単位：百万円) 
  平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 
 自 己 資 本 規 制 比 率 

   (Ａ／Ｂ) ２６３．７％ ２４１．７％  ２１２．９％  

 固 定 化 さ れ て い な い 
自 己 資 本    (Ａ) ４，４２５  ５，２４９  ６，２３５  

 リ ス ク 相 当 額(Ｂ) １，６７８  ２，１７０  ２，９２７  

  市 場 リ ス ク 相 当 額 １０８  １１９  １３３  

  取引先リスク相当額 １，１１５  １，５３６  ２，２０５  

  基礎的リスク相当額 ４５３  ５１４  ５８８  

（ 注 ） 平成 16 年３月期以降の自己資本規制比率およびリスク相当額（取引先リスク相当額）につきま

しては、自主点検の結果、算定方法に誤りがあったため、下記のとおり訂正しております。なお、

平成 19 年 2 月監督官庁への報告も終了しております。  

記  

                   ＜平成 16 年 3月期＞  ＜平成 17 年 3 月期＞  ＜平成 18 年 3月期＞ 

自己資本規制比率  （誤）      264.2 %        242.1 %        213.3 % 

（正）      263.7 %        241.7 %         212.9 % 

    リスク相当額   （誤）    1,674 百万円      2,167 百万円      2,923 百万円 

(正）    1,678 百万円      2,170 百万円      2,927 百万円 

        取引先リスク相当額（誤）     1,112 百万円         1,533 百万円         2,200 百万円 

(正）     1,115 百万円         1,536 百万円         2,205 百万円 

 
(5) 使用人および外務員の総数 
 区   分 平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 

 使   用   人 ６６ 人 ６６ 人 ６８ 人 

 （ う ち 登 録 外 務 員 ） ５７ 人 ６１ 人 ６１ 人 
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Ⅲ.財産の状況 

（１）経理の状況（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示してあります。） 

貸借対照表 

平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期期  別 

科  目 金  額 金  額 

期  別 

科  目 金  額 金  額 

(資産の部)     (負債の部)   

流動資産     流動負債   

 現金・預金  1,393  1,358  トレーディング商品  167 -

 預託金  13,819  18,459  商品有価証券等  167 -

  顧客分別金信託  13,819  18,395  信用取引負債  68,048 96,300

  その他の預託金  -  64  信用取引借入金  60,828 91,082

 トレーディング商品  327  0  信用取引貸証券受入金  7,219 5,217

  商品有価証券等  327  0  預り金  4,286 6,511

 約定見返勘定  14  20  顧客からの預り金  4,203 6,335

 信用取引資産  76,314  109,048  その他の預り金  83 176

  信用取引貸付金  74,117  106,792  受入保証金  12,616 14,710

  信用取引借証券担保金  2,197  2,256  発行日取引受入保証金  26 -

 立替金  1  5  信用取引受入保証金  11,282 13,858

  顧客への立替金  1  5  先物取引受入証拠金  1,306 790

  その他の立替金  0  0  その他の受入保証金  - 62

 募集等払込金  55  -  有価証券等受入未了勘定  - 3

 短期差入保証金  1,312  856  受取差金勘定  0 -

  先物取引差入証拠金  1,312  788  短期借入金  3,410 6,510

  その他の差入保証金  -  68  前受金  0 9

 前払費用  13  18  未払金  30 19

 未収入金  10  58  未払費用  119 165

 未収収益  252  358  未払法人税等  14 644

 繰延税金資産  30  85  賞与引当金  24 24

 貸倒引当金  △ 30  △ 46  流動負債計  88,718 124,898

  流動資産計  93,515  130,223  固定負債   

固定資産     繰延税金負債  246 29

 有形固定資産  126  197  役員退職慰労引当金  143 125

  建物  65  66  その他固定負債  6 6

  器具・備品  60  130  固定負債計  396 161

 無形固定資産  368  430  特別法上の準備金   

  電話加入権  8  8  証券取引責任準備金  695 808

  ソフトウェア  357  419  (証券取引法第 51 条)   

  通信施設利用権  2  2  特別法上の準備金 計  695 808

 投資その他の資産  1,659  2,161  負債合計  89,809 125,868

  投資有価証券  1,302  1,585  (資本の部)   

  子会社株式  47  -  資本金  844 844

  出資金  0  0  資本剰余金  536 536

  長期差入保証金  275  544  資本準備金  536 536

  長期前払費用  1  1  利益剰余金  4,119 5,227

  その他の投資等  95  95  利益準備金  211 211

  貸倒引当金  △ 64  △ 64  任意積立金  3,242 3,442

  固定資産計  2,154  2,789  別途積立金  3,242 3,442

        当期未処分利益  666 1,573

        株式等評価差額金  360 536

        資本合計  5,860 7,143

資産合計  95,669  133,012  負債・資本合計  95,669 133,012
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損益計算書              （単位：百万円） 

平 成 17 年 3 月 期 平 成 18 年 3 月 期 期別 

科目 内    訳 金    額 内    訳 金    額 

 営業収益   

  受入手数料  1,817   2,384

   委託手数料 1,731 2,278  

   募集・売出し手数料 7 16  

   その他の受入手数料 79 89  

  トレーディング損益  315   561

   株券等トレーディング損益 314 557  

   債券等トレーディング損益 0 0  

 
  
その他のトレーディング損

益 0 4  

  金融収益  1,205   1,618

   営業収益計 3,339   4,564

 金融費用 534   717

 純営業収益 2,804   3,847

 販売費・一般管理費 2,235   2,572

  取引関係費 414 597  

  人件費 795 892  

  不動産関係費 212 240  

  事務費 562 591  

  減価償却費 164 166  

  租税公課 26 33  

  貸倒引当金繰入れ 8 15  

  その他 50 36  

 営業利益 569   1,274

 営業外収益 2   3

経
常
損
益
の
部 

 営業外費用 9   4

経常利益 562   1,274

 特別利益   

  投資有価証券売却益 140 354  

  子会社清算益 - 39  

  東京証券福祉共済会清算金 14 -  

  代物弁済に伴う損失補填金 9 -  

   特別利益計 164   394

 特別損失   

  証券取引責任準備金繰入れ 173 113  

  貸倒引当金繰入れ 64 -  

  

システム移行に伴う固定資産除

却損 
- 43 

 

  

証券市場基盤整備基金への拠出

費用 
- 35 

 

  投資有価証券売却損 9 -  

特
別
損
益
の
部 

   特別損失計 247   192

税引前当期純利益 479   1,475

法人税、住民税および事業税 4   640

法人税等調整額 △ 8   △ 391

当期純利益 483   1,227

前期繰越利益 182   346

当期未処分利益 666   1,573
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注  記  事  項 

当期 平成 18年 3月期 

1. 当社の貸借対照表および損益計算書は、「商法施行規則」（平成１４年法務省令第２２号）、「証券会社に関す

る内閣府令」 （平成１０年総理府・大蔵省令第 ３２号）および「証券業経理の統一について」（平成１３年

９月２８日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。 
なお、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

２．重要な会計方針  
（１）有価証券の評価基準および評価方法  
トレ－ディング商品（売買目的有価証券）   時価法を採用しております。  
子 会 社 株 式  移動平均法による原価法を採用しております。  

そ の 他 有 価 証 券  時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 定）

を採用しております。 
時価のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。  
 

（２）固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産   建 物   定額法  

        （建物附属設備    定率法）  

         器 具 ・ 備 品    定 率 法 

無形固定資産   定  額  法    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 
（３）引当金の計上基準  

貸 倒 引 当 金 の 計 上 基 準   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討して計上

しております。 

賞 与 引 当 金 の 計 上 基 準   従業員の賞与の支払いに備えるため、当期末における支給見込額を

計上しております 。 

役員退職慰労引当金の計上基準  役員の退職慰労金の支給に備えるため、平成１４年６月定時株主

総会終結時現在の役員退職慰労金規定に基づく要支給額を計上して

おります 。 

この引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

 
（４）証券取引責任準備金の計上基準   証券事故による損失に備えるため、証券取引法第５１条の規定

に基づき「証券会社に関する内閣府令」第３５条に定めるとこ

ろにより算出された額を計上しております。 
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（５）リ－ス取引の処理方法  
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。  
 

（６）消費税等の会計処理   税抜方式を採用しております。 
 
（７）会計方針の変更 
   固定資産の減損に係る会計基準 
固定資産の減損に係る会計基準「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会平成 14年 8月 9日）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
6号平成 15年 10月 31日）を当期より適用しております。 
これによる税引前当期純利益への影響額はありません。    
  

 
３．貸借対照表の注記  
（１） 子会社に対する短期金銭債権 －百万円 
子会社に対する短期金銭債務 －百万円  

（２） 有形固定資産の減価償却累計額   １２５百万円 
（３）貸借対照表に計上した固定資産のほかに、リースにより使用している電子計算機の周辺機器な

らびにその他の事務機器類があります。  
（４）担保に供している資産  投資有価証券 １ ,１４２百万円 
（５）繰延税金資産・負債の内訳  

繰延税金資産           ８５百万円  
        （流動資産）  

未払法人事業税 ５１百万円  
   貸 倒 引 当 金           １９ 百万円  
賞 与 引 当 金         ９ 百万円      

繰延税金負債          ２９百万円  
      （固定負債）  
         その他有価証券評価差額 ３６８百万円  

       （固定資産）         
証券取引責任準備金     ２４８百万円  
役員退職慰労引当金         ３８百万円  
貸 倒 引 当 金        １９百万円  
その他投資評価減         １９百万円  

 
（６）商法施行規則第１２４条第３号による純資産の増加額  ５３６百万円  
 
４．損益計算書の注記  
（１） 子会社からの営業収益        －百万円  
    子会社への営業費用        －百万円  
    子会社との営業取引以外の取引高 －百万円  
（２）１株当たり当期純利益   １７１円６４銭  
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（２）利益処分計算書 

 平成 17 年 3 月期   平成 18 年 3 月期  

 株主総会決議   株主総会決議  

 （平成 17 年 6 月 24 日）   （平成 18 年 6 月 23 日）  

期別

 科目  金        額   金        額  

 
当期未処分利益 

 
666
 

1,573
 

計 666  1,573  

 利益処分額        

  利益配当金  81  136  

  (普通配当１株当り)  ( 12 円  ( 20 円  

  役員賞与金  38  55  

  (うち監査役賞与金)   ( 3  ( 3  

  別途積立金  200  1,000  

計 319  1,191  

  次期繰越利益  346  382  

 

（３）借入金の主な借入先および借入金額 

①短期借入金 

平成 17 年 3 月期  平成 18 年 3 月期  期別 

借入先  金        額   金        額  

 （株） 七十七銀行   1,900  1,800  

  日証金信託銀行 （株） 1,500  1,400  

 （株） みずほコーポレート銀行   -  -  

 （株） りそな銀行   -  2,000  

 （株） 静岡銀行   -  1,000  

  （株） 東京都民銀行   -  300  

  日本証券金融 （株） 10  10  

計 3,410  6,510  

 

②信用取引借入金 

平成 17 年 3 月期  平成 18 年 3 月期   期別 

借入先  金        額   金        額   

  日本証券金融（株）  54,123  82,168   

  大阪証券金融（株）  6,384  8,168   

  大万証券（株）  318  739   

  前田証券（株）  1  5   

  上光証券（株）  -  0   

計 60,828  91,082   
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（４）保有有価証券の状況 

平 成 17 年 3 月 期 平 成 18 年 3 月 期 

貸借対照表   貸借対照表   

 計 上 額   計 上 額   

１．流動資産 
 －  －  －  －  －  －

２．固定資産     1,350     1,350 0    1,585     1,585 0 

   株 式     1,350     1,350 0    1,585     1,585 0 

   債 券  －  －  －  －  －  －

   その他  －  －  －  －  －  －

 

（５）先物取引・オプション取引の状況 

    格営業年度終了の日における残高はありません。 

 

（６）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

    格営業年度終了の日における残高はありません。 

 

（７）財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

    当社の平成 18 年 3 月期の商法に定める計算書類については、東陽監査法人の会計監査により、適法

意見を受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 
 
１．内部管理の状況の概要 
（１）内部管理部門の組織と業務分掌 
組  織 業 務 分 掌 

監 査 部 

業務および会計の検査に関する事項 
紛争処理に関する事項 
顧客データの取扱状況の監査 
リスク算定についての検証 
顧客分別金の算定検証、顧客有価証券に係る分別保管の検証 

営業考査部 
営業員の営業活動状況の考査 
顧客の有価証券等の取引状況の考査 
売買目的有価証券の社内保有限度の管理 

売買審査部 

不公正取引未然防止の為の売買管理 
過誤売買等に関する事項 
内部者取引に関する事項 
有価証券の価格形成動向に関する事項 

（２）内部管理体制 
内部管理統括責任者 
↓ 

内部管理統括補助責任者 
↓ 

        内部管理責任者・営業責任者（営業部店単位） 
（３）内部管理の状況 
   年度毎に取締役会において、コンプライアンス・プログラムおよびコンプライアンス・マニュアル

の見直しを行い、社内研修などを通じ役職員への周知徹底を図っている。 
（４）リスク管理の状況 
   ① 企画部が、リスクの算定に関して取締役会の承認を得て客観的に公正妥当と認められる合理的な限

度枠を設定する。 
   ② リスクの算定部は、市場リスク（株式・債券のポジション、引受契約等）および取引先リスク（信

用取引勘定等）毎に毎日算定し企画部に提出する。 
   ③ 企画部は当社全体のリスク額を毎日チェックする。 
 
２．分別保管の状況 

(1) 顧客分別金（平成 18年 3月末現在） 
項   目 金    額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 18,394  百万円  

顧 客 分 別 金 信 託 額 18,395  百万円  

期 末 日現在の顧客分別金必要額  18,285  百万円  
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(2)  有価証券の分別保管 
① 保護預り有価証券（平成 18 年 3 月末現在） 
有価証券の種類 国 内 証 券 外 国 証 券 
株  券          66,755   千株   272   千株 

債  券（額面）            955  百万円   －  百万円 

受益証券       6,108  百万口         0   百万口 

そ の 他   －     －   

② 受入代用有価証券（平成 18 年 3 月末現在） 
有価証券の種類 国 内 証 券 
株     券               191,352     千株 

債     券（額面）            51  百万円 

受 益 証 券 43  百万口 

そ  の  他    － 

③ 保管の状況 
当社における顧客資産の分別保管については、法令・諸規則並びに当社規定「分別保管に関する規程」

に定めるところにより行っている。 
  
（金銭の分別保管） 
   日証金信託銀行㈱と顧客分別信託契約を締結し、毎週金曜日（金曜日が銀行休業日の場合は前営業日）

を金銭の顧客資産分別金差替基準日と定め、計算の結果過不足が生じた場合必要に応じて差替基準日の翌

日から起算して 3営業日以内に金銭の追加信託等を行っている。 
 
（有価証券の分別保管） 
当社の有価証券の保管方法については、当社の帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他の

顧客有価証券以外の有価証券（固有有価証券等）と顧客有価証券とを区分管理し、㈱証券保管振替機構、

日本証券決済㈱、日証金信託銀行㈱、受託銀行等において混蔵して保管している。顧客有価証券につい

ては、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理している。 
ただし、顧客の申出等により上記各機関へ再寄託しない顧客有価証券については、当社の固有有価証

券等の保管場所と明確に区分し、日本証券代行㈱において、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別

できる状態で保管している。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況 
 
１．企業集団の構成 
子会社｢よこはまリキデーション㈱｣は平成 17年 8月清算終了しております。 
 
２．子会社・関係会社の商号、所在地、資本、事業内容等 
該当事項はありません。 

 
 


